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令和５年度⽔産⽩書の構成と⾻⼦（案） 
 
１．令和５年度⽔産⽩書（構成案） 
 
令和５年度 ⽔産の動向 
 

第１部 令和５年度 ⽔産の動向 
特集 海 業

うみぎょう
による漁村の活性化 

第１節 漁村をめぐる現状と役割 
第２節 海業による漁村活性化の取組 
第３節 海業の今後の展開 

 
令和４年度以降の我が国の⽔産の動向 

第１章 我が国の⽔産物の需給・消費をめぐる動き 
第２章 我が国の⽔産業をめぐる動き 
第３章 ⽔産資源及び漁場環境をめぐる動き 
第４章 ⽔産業をめぐる国際情勢  
第５章 東⽇本⼤震災からの復興と ALPS 処理⽔の海洋放出を

めぐる動き 
 

第２部 令和５年度 ⽔産施策（令和５年度に講じた施策） 
概説 
Ⅰ 海洋環境の変化も踏まえた⽔産資源管理の着実な実施  
Ⅱ 増⼤するリスクも踏まえた⽔産業の成⻑産業化の実現  
Ⅲ 地域を⽀える漁村の活性化の推進 
Ⅳ ⽔産業の持続的な発展に向けて横断的に推進すべき施策 
Ⅴ 東⽇本⼤震災からの復興及び ALPS 処理⽔の海洋放出に係

る⽔産業⽀援 
Ⅵ ⽔産に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必

要な事項 
 

令和６年度 ⽔産施策（令和６年度に講じようとする施策） 
 令和６年度の予算、税制措置等を整理して記述する。  
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２．特集（⾻⼦案） 
 
海業による漁村の活性化 
 
第１節 漁村をめぐる現状と役割 

○ 漁業⽣産、⽔産物消費等⽔産業をめぐる状況 
・減少傾向にある我が国漁業・養殖業の⽣産量、⾷⽤⿂介類の消費量、漁業

経営体、漁業就業者数、漁船数の現状 
 

○ 漁村をめぐる現状 
・漁港背後集落は⼈⼝が減少傾向にあり、⾼齢化が進⾏する現状 

（漁港背後集落の⼈⼝と⾼齢化率の推移） 

 
○ 漁村が果たす役割 

・漁村における⽔産業の役割 
〈⽔産業は漁村における基幹産業〉 
 （漁港背後集落の規模別の漁業世帯の割合） 

 
・漁村が有する多⾯的機能 

〈⽔産業・漁村は広く国⺠⼀般にも及ぶ多⾯的機能を有する〉 
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○ 漁村が有する地域資源 
・漁村の地域資源 

〈漁村は新鮮な⽔産物や豊かな⾃然環境など多くの地域資源を有してい
る〉 

 
・漁村の地域資源のニーズをめぐる状況 

〈漁村の交流⼈⼝は約 2,000 万⼈〉 
〈国⺠の旅⾏に対するニーズは⾼い〉 
〈旅⾏の⽬的として⾷や⾃然・景観に対するニーズが⾼い〉 

（旅⾏において楽しみにしていること） 

 
〈釣り⼈⼝は約 870 万⼈〉 
〈漁村は増加するインバウンド需要を満たす可能性がある〉 
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第２節 海業による漁村活性化の取組 
 ○ 地域経済の活性化を⽬指す海業とその取組の現状 

〈海や漁村に関する地域資源を活かした「海業」〉 
 （海業の推進に向けた漁港の利活⽤イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〈漁港⽤地等を活⽤した増養殖や交流施設の数は増加傾向〉 
〈⽔産物の消費増進に向けて期待される漁港の役割〉 

 
○ 海業の先⾏的な取組事例 

〈⽔産物直売所・⾷堂等の取組事例〉 
〈漁業活動等の体験、渚泊、釣り等の取組事例〉 
〈増養殖の取組事例〉 
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○ 海業の推進のための制度、施策等 
〈⽔産基本計画、漁港漁場整備⻑期計画において海業の振興を位置付け〉 
〈海業推進に必要な調査、活動、施設整備等を⽀援〉 
〈海業⽀援パッケージの作成、海業振興相談窓⼝の設置〉 
〈海業の取組事例集等を作成・公表〉 

 
〈海業振興モデル地区の選定〉 
〈漁港等における適切な釣り利⽤に向けたガイドラインを策定〉 

 
第３節 海業の今後の展開 

○ 海業の推進のためのポイント 
・漁村の特徴を活かした取組 

〈地域条件や地域資源等を踏まえた取組の実施〉 
 
・地域における関係者との連携体制の構築 

例）地域の漁業関係者、⺠間企業及び⾏政関係者、地域外の⺠間企業等と
の連携、既存の組織の活⽤や協議会等の設置等 

 
・地域全体の将来像等を踏まえた海業の計画づくりと実践 

〈地域全体の将来像等を踏まえた海業の計画づくり〉 
〈関係者の役割分担、実践・継続可能な推進体制〉 
〈実践と継続による地域の問題解決〉 

 
○ 海業推進のための今後の取組 

〈海業の推進に向けて〉 
〈海業の推進に向け漁港漁場整備法等を改正〉 
〈遊漁者の安全確保等に向け遊漁船業の適正化に関する法律を改正〉 
〈漁村における海業推進に向けた環境整備〉 
〈海業の推進に取り組む地区〉 
〈海業推進全国協議会の開催〉 
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３．令和４年度以降の我が国の⽔産の動向（⾻⼦案） 
 
第１章 我が国の⽔産物の需給・消費をめぐる動き 

○ ⽔産物需給の動向 
・ 我が国の⿂介類の需給構造 
・ ⾷⽤⿂介類の⾃給率の動向 

 
 ○ ⽔産物消費の状況 

・ ⽔産物消費の動向 
・ ⽔産物に対する消費者の意識 
・ ⽔産物の健康効果 
・ ⽔産物の消費拡⼤に向けた取組 

 
 ○ 消費者への情報提供や知的財産保護のための取組 

 ・ ⽔産物に関する⾷品表⽰ 
・ 機能性表⽰⾷品制度の動き 
・ ⽔産エコラベルの動き 
・ 地理的表⽰保護制度 
・ ⽔産物の優良系統の保護をめぐる動き 

 
 ○ ⽔産物貿易の動向 
  ・ ⽔産物輸⼊の動向 
  ・ ⽔産物輸出の動向 
  ・ ⽔産物輸出の拡⼤に向けた取組 
 
第２章 我が国の⽔産業をめぐる動き 

 ○ 漁業・養殖業の動向 
 
 ○ 漁業・養殖業の経営の動向 
  ・ ⽔産物の産地価格の推移 
  ・ 漁船漁業・養殖業の経営状況 

 ・ 漁業・養殖業の⽣産性 
 ・ 所得の向上を⽬指す「浜の活⼒再⽣プラン」 

 
 ○ ⽔産業の就業者をめぐる動向 
  ・ 漁業就業者の動向 
  ・ 新規就業者の確保に向けた取組 

 ・ 漁業における海技⼠の確保・育成 
 ・ ⼥性の活躍の推進 

・ 外国⼈労働をめぐる動向 

 ⽔産物需給や消費、⾷品表⽰等の消費者への情報提供、貿易等の動向等につ
いて記述する。 

 我が国の漁業⽣産、漁業経営、就業者、漁業労働環境、漁業協同組合、⽔産
物流通・加⼯等の動向等について記述する。 
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 ○ 漁業労働環境をめぐる動向 

 ・ 漁船の事故及び海中転落の状況 
  ・ 漁業労働環境の改善に向けた取組 
 
 ○ スマート⽔産業の推進等に向けた技術の開発・活⽤ 
 
 ○ 陸上養殖をめぐる動向 
 
 ○ 漁業協同組合の動向 

 ・ 漁業協同組合の役割 
 ・ 漁業協同組合の現状 

 
 ○ ⽔産物の流通・加⼯の動向 

 ・ ⽔産物流通の動向 
  ・ ⽔産物卸売市場の役割と課題 

 ・ ⽔産加⼯業の動向 
  ・ ⽔産加⼯業の役割と課題 
  ・ HACCP への対応 
 
第３章 ⽔産資源及び漁場環境をめぐる動き 

 ○ 我が国周辺の⽔産資源 
  ・ 我が国の漁業の特徴 
  ・ 資源評価の実施 
  ・ 我が国周辺⽔域の⽔産資源の状況 
 
 ○ 我が国の資源管理 
  ・ 新漁業法に基づく新たな資源管理の推進 

・ 太平洋クロマグロの資源管理 
 
 ○ 実効ある資源管理のための取組 
  ・ 我が国の沿岸等における密漁防⽌・漁業取締り 
  ・ 外国漁船等の監視・取締り 
 
 ○ 資源を積極的に増やすための取組 
  ・ 種苗放流の取組 
  ・ 沖合域における⽣産⼒の向上 
  ・ 内⽔⾯における資源の増殖と漁業管理 
 
 ○ 漁場環境をめぐる動き 
  ・ 藻場・⼲潟の保全と再⽣ 
  ・ 内湾域等における漁場環境の改善 
  ・ 河川・湖沼における⽣息環境の再⽣ 

 我が国周辺の⽔産資源の動向と資源管理のための取組、漁場環境等につい
て記述する。 
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  ・ 気候変動による影響と対策 
  ・ 海洋におけるプラスチックごみの問題 
  ・ 海洋環境の保全と漁業 
 
 ○ 野⽣⽣物による漁業被害 
  ・ 海洋における野⽣⽣物による漁業被害 
  ・ 内⽔⾯における⽣態系や漁業への被害 
 
第４章 ⽔産業をめぐる国際情勢 

 ○ 世界の漁業・養殖業⽣産 
・ 世界の漁業・養殖業⽣産量の推移 
・ 世界の⽔産資源の状況 
・ 世界の漁業⽣産構造 

 
 ○ 世界の⽔産物消費 
 
 ○ 世界の⽔産物貿易 
 
 ○ ⽔産物貿易をめぐる国際情勢 
  ・ ＷＴＯに関する動き 
  ・ 経済連携協定に関する動き 
 
 ○ 国際的な資源管理 
  ・ 国際的な資源管理の推進  
  ・ 地域漁業管理機関 
  ・ カツオ・マグロ類の地域漁業管理機関の動向 
  ・ サンマ・マサバ等の地域漁業管理機関の動向 
  ・ ＩＵＵ漁業の撲滅に向けた動き 
  ・ ⼆国間等の漁業関係 
 
 ○ 捕鯨業をめぐる動き 
  ・ ⼤型鯨類を対象とした捕鯨業 

 ・ 鯨類科学調査の実施 
 
 ○ 海外漁業協⼒ 
 
第 5 章 東⽇本⼤震災からの復興と ALPS 処理⽔の海洋放出をめぐる動き 

 ○ ⽔産業における復旧･復興の状況 
 
 ○ 東京電⼒株式会社福島第⼀原⼦⼒発電所事故の影響への対応 

 世界の漁業・養殖業⽣産、⽔産物貿易、国際的な資源管理（⼆国間・多国間
漁業協定）等について記述する。 

 被災地の復旧・復興の状況、原発事故の影響への対応、ALPS 処理⽔の海洋
放出による影響と対策等について記述する。 
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 ・ ⽔産物の放射性物質モニタリング 
 ・ 市場流通する⽔産物の安全性の確保 

・ 福島県沖での本格操業に向けた取組 
・ 東電福島第⼀原発事故による⾵評の払拭 

 
 ○ ALPS 処理⽔の海洋放出をめぐる動き 

 ・ ALPS 処理⽔の海洋放出前の取組 
 ・ ALPS 処理⽔の海洋放出前の諸外国・地域による輸⼊規制の状況 
 ・ ALPS 処理⽔の海洋放出とその影響 
 ・ 「⽔産業を守る」政策パッケージの実施 

 
 
   


